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Abstract
　The	purpose	of	this	paper	is	to	present	a	hypothesis	model	of	the	management	for	
value	creation	analyzed	with	the	concepts	of	Uncertainty	and	Equivocality.
This	hypothesis	model	 is	developed	by	extending	 the	“SECI	model”	 (Nonaka	&	
Takeuchi,	1995)	from	knowledge	creation	theory	and	combining	it	with	an	adjusted	
version	of	 the	management	model	of	Daft	&	Lengel	 (1986),	which	uses	 the	 two	
concepts	of	“uncertainty”	and	“equivocality”	as	the	keys	to	analysis.
　As	a	result	of	a	quantitative	analysis	of	the	activity	of	a	robotics	technology	R&D	
organization	at	Honda	Motor	Company,	this	paper	presents	a	“4	‘IN’	model	for	value	
creation.”	Specifically,	 this	model	 is	a	 four	quadrant	model	 in	which	 four	modes	
constitute	one	process.	These	modes	are:	1)	creation	of	platform	(ba)	 (Interaction),	
2) creation	of	concepts	 (Intention),	3)	creation	of	 technology	 (Integration)	and,	4)
creation	of	value	 (Incubation).	The	mechanisms	of	 these	modes	are	explained	 in	
detail.
1．はじめに：本研究の主題
　本研究（1）は、知識創造理論と関連する組織論を整理し、不確実性と多義性の概念を分
析基軸として導出した、価値創造についての「規範的なアーキタイプモデル」を構築した
後に、ホンダのロボティクス研究開発組織を事例対象とした実証プロセスにより理論モデ
ルとしての成立性の確認を行い、新たな仮説モデルとして提示することを目的としている。
　現代の経営学における主要な戦略的創造理論である知識創造理論（Nonaka & 
Takeuchi, 1995）は、暗黙知と形式知の相互変換作用を４つのモードのスパイラル・プ
ロセスとして表現する「SECI モデル（図 1-1）」（Nonaka & Takeuchi, 1995）という
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理論枠組みを中核にして説明される。本研究では、その「SECI モデル」と『「不確実性
（uncertainty）」（Galbraith, 1973）と「多義性（equivocality）」（Weick, 1979）の二つ
の概念を分析基軸とした Daft & Lengel（1986）によるマネジメントモデル（図 1-2）』と
を融合した、価値創造についての「規範的なアーキタイプモデル」が、事例を用いて定量
的かつ定性的に実証されることにより、新たな仮説モデルとして成立することを示すもの
である。そして更には、この仮説モデルが、組織的創造マネジメント理論の枠組みを持つ
実践的なモデルとして応用、展開性があることを示し、その機能や性質の詳細について言
及することを、本研究での主題としている。
　以上の研究を行うことで、組織における効率性や創造性の追求、また機能的価値や意味
的価値（2）の創出といった価値創造のマネジメント実践に対して、従来の知識創造理論と
は異なる、伝統的な情報処理理論の枠組みを援用した、新たな組織的創造理論モデルを構
築することが可能となると考えるからである。
図 1-1　４つの知識変換モード（SECI モデル）　　　  図 1-2　組織が直面する調整環境
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2．先行研究の検討論点の提示
2.1．２つの理論モデルの関係性と、課題の解決方法
　本研究で取り上げる、野中らによる「SECI モデル（図 1-1）」と「Daft & Lengel（1986）
によるマネジメントモデル（図 1-2）」は、経営学における知識創造理論と情報処理理論と
いうそれぞれ異なる研究領域において議論され生成された理論モデルである。これらの 2 
つのモデルについての説明を以下にて、それぞれ行う。
　まず始めに「SECI モデル」について説明する。「SECI モデル」は知識の共有・活用によっ
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て優れた業績を挙げている「創造的企業」が、いかにして組織的知識を生み出しているか
を説明するためのプロセスモデルである。この「SECI モデル」を中核とした組織的知識
創造理論は、ナレッジマネジメントの基礎理論として広く知られており、その理論の発表
以来、現在に至るまで、現代経営学における主要な戦略的創造理論研究のひとつとして、
野中自身も含めて多くの研究者・実践者によって新たな応用、展開が図られている。
　この野中らによる知識創造理論では、知識には暗黙知と形式知の２種類があると説明さ
れる。野中らは、Polanyi（1967）による「暗黙的な知り方（tacit knowing）」という言
葉の意味を「暗黙の知識」として敷衍した上で「特定状況に関する個人的な知識であり、
形式化したり他人に伝えたりするのが難しい」（Nonaka & Takeuchi, 1995）知識と定義
する。また、それら暗黙知の概念と共に、暗黙知と対比された「形式的・論理的言語に
よって伝達できる知識」（Nonaka & Takeuchi, 1995）である「形式知」を基礎的概念と
して扱うことで「暗黙知対形式知、創造性対効率性の弁証法的運動」（野中・遠山・平田 , 
2010）による動態的メカニズムを包含した知識創造理論を展開している。
　この知識創造理論では、知識が個人・集団・組織の間で相互に絶え間なく変換・移転さ
れることによって、新たな知識が創造される動態的プロセスであると想定している。こう
した暗黙知と形式知の交換と知識移転の動態的なプロセスを示すのが「SECI モデル」の
主題である。「SECI モデル」は、以下の様に知識創造における４種類の動態的なプロセス（野
中・遠山・平田 , 2010）によって構成されていることが示されており、そのプロセスは継
続的な循環が想定されているため、特に「知識創造スパイラル」と呼ばれる。
①共同化（Socialization）　： 身体・五感を駆使、直接経験を通じた暗黙知の獲得、共有、創出（共感）
②表出化（Externalization）： 対話・思索・喩えによる概念・図像の創造（概念化）
③連結化（Combination）   ： 形式知の組合せによる情報活用と知識の体系化（分析・モデル化）
④内面化（Internalization） ： 形式知を、行動を通じて具現化、新たな暗黙知として理解、体得（実践）
　続いて「Daft & Lengel（1986）によるマネジメントモデル（図 1-2）」（以下「Daft & 
Lengel モデル」と表記する）について説明する。Daft & Lengel（1986）は、組織は不確
実性と多義性の双方を縮減するために情報を処理するとして、情報処理に関する不確実性
と多義性の視角を統合し、更には具体的な情報戦略の施策を組織デザインの領域にまで拡
張した議論を行っている。本モデルは、（図 1-2）のように不確実性と多義性の概念の２つ
の軸を分析の基軸とすることによって、それぞれの概念の高／低を表現した 4 つの象限で
構成されている。Daft らの議論によれば、組織の情報処理に関する要因として不確実性と
多義性の２つが存在し、追加的データを収集することによって、特定化された問題に回答
することが出来るため不確実性は縮減され、また、情報の意味解釈の交換とコンテクスト
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の共有化によって、意味解釈の対立を解消することが出来るため多義性は縮減されると説
明される。つまり、不確実性が高い場合には情報収集が促進される方法が採用され、また、
多義性が高い場合にはリッチなメディアを利用したコミュニケーション手段が採用される
ということである。
　以上で述べた「Daft & Lengel モデル」についての議論は、実際に多くの有効な示唆を
与えるものではあるが、本モデルの理論構成について更に深く検証してみると、本モデル
は組織における問題解決の手法を、不確実性と多義性の「縮減」という限定した側面のみ
で捉えている為、不確実性と多義性を「増幅」させることについての有効性や実行可能
性についての議論はほとんど行っていないことが分かる。このことは、本モデルが組織
的情報処理活動における「縮減」という限定的な側面を説明対象とした静態的な意思決定
モデルであることを示している。つまり、本モデルの機能や構成を仮にそのままとし、更
に動態化したプロセスとして成立させることを仮定して考察してみると、不確実性と多義
性を永続的に「縮減」し続ける動態的プロセスモデルが構築されることが想定される。こ
れは知識創造理論にて言及されている情報冗長性や戦略的多義性（Nonaka & Takeuchi, 
1995）の機能の存在や有効性を無視した、一面的で偏りのある、継続的「縮減」プロセス
モデルを構成するということである。従い、本研究の主題である組織的創造の活動プロセ
ス全体のモデル化を実現する為には、不確実性と多義性の「縮減」の活動だけではなく、「増
幅」の活動についても同等に組織活動の視座の中に組み込んだ、動態的なプロセスモデル
の構築が必要となることが分かる。
　以上のことをまとめると「SECI モデル」では、創造活動の実践者による、暗黙知と形
式知の知識形態の変容の概念を分析対象とすることで、新しい知識を創造するプロセス全
体をモデル化した「動態的な理論モデル」であることが特徴的である。これに対し「Daft 
& Lengel モデル」では、不確実性と多義性の縮減の概念を分析対象とすることで、組織
が直面する調整環境を組織管理者の意思決定の観点で分類した「静態的な理論モデル」で
あることが特徴的である。このことは、両モデルとも解釈や分析、探索や活用といった手
段を用いることで、組織実践における知識や情報の「あいまい性」に対処しつつも、新た
な価値を創出する為の活動の枠組みをモデル化しているという観点において共通性がある
のにも関わらず、そのモデルの分析対象が異なり、またそれら分析対象を把握する為の視
座や前提条件が各々異なるということを示している。しかしながら、後述する様に暗黙知
と形式知の概念を用いることでは活動の内容を定量化して理解することは難しく、また「静
態的な理論モデル」では、組織の創造活動全体における動態的なプロセスを記述すること
が出来ないといった、それぞれの理論モデルについての機能上の制約がある。
　以上のことから、共通性のある両モデルを綜合という観点で捉え直すことによって、①
不確実性と多義性という定量化を可能とする概念を用いた、②組織マネジメントを実践す
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る管理者の視座に立った、③組織における創造活動全体についての動態的なプロセスの記
述を可能とする、新たな理論モデルを仮説として構築することが出来ると考える。そして、
以上の観点で構築された本仮説モデルに対して、本研究では、理論的な成立性について確
認／担保するプロセスとして、事例データを用いて実証していく方法を採用する。
2.2．２つの理論モデルの綜合の論点と、その必要性
　Daft（2001）によると、組織の管理者による意思決定の定義は「問題を特定し、解決す
るプロセス」であると説明される。つまり組織活動には、問題を特定する段階と問題を解
決する段階があり、その各段階において組織の管理者は、それぞれ不確実性の除去（正し
い解が何であるかを発見する為に情報収集する活動）とともに、多義性の除去（何がどの
ような意味で問題なのかということを理解するための情報処理活動）を行う必要がある（桑
田 , 1995）。
　これらの情報処理プロセスを主題とした理論の考察に対して、Teece（2010）による
知識創造理論についての説明によると、「野中の理論は、情報の問題に対処するという企
業像をはっきりと拒絶している」と指摘する。つまり、（所謂 Simon（1947）の流れを汲
む伝統的な経営学の考え方である）「企業を情報処理機械として見る見方に批判的である」
（Teece, 2010）ということである。このことは野中らの立場によると「知識自体が主観的
側面を持つ」ということの重要性を強調していることの結果である。それは「経験を能動
的に形成、統合する個人の主体的な関与という『暗黙的な知り方（tacit knowing）』によって、
人は新たに知識を獲得する」（野中・遠山・平田 , 2010）という「主観性」の問題を重要
視しているからであると説明される。つまり「企業の組織や情報処理に関するシステム論
的視点では、（中略）人の主観や能力に含まれる不完全さや非合理さはむしろ弱みであり、
情報処理機械としての組織を効率的に動かすためには邪魔な『ノイズ』と見なされる」（野
中・遠山・平田 , 2010）ことから、そのことをあえて否定することで、知識創造体として
の企業組織の機能や性質を強調する必要があったのである。
　以上で述べた、情報の「主観性」を前提とした理論構築の正当性については、現代経営
学における組織論や戦略論をはじめとした社会科学理論構築における基礎的概念として近
年研究が進められてきている。但し「野中の著作の中には哲学的な傾向があり」（Teece, 
2010）という指摘や、「知識創造理論は『いかにあるか』を問う存在論と『何が真か』を
問う認識論を、主観を中心とした『現象学』的な思考法により綜合するものである」（野中・
遠山・平田 ,2010）と自身らも理論の哲学性を示唆しているとおり、前提となる発想と理
論構成の特性が定性的であることは否めない。このことを言い換えれば、知識創造理論は、
定量化による目標設定や測定といった、実践に際しての指標化や管理が困難であるため、
実務家にとって企業戦略の実践理論としての発展的活用が難しいといった現実的な課題が
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挙げられる。
　以上のことから、定量化が可能となるように情報処理理論の概念や分析枠組み手法を援
用し、理論と実践を「定量的」につなぐために新たなモデルを追求することは、知識創造
理論の原理やメカニズムをより明示的にすることが出来る為、今後の理論研究の土台に発
展する可能性をもっている。
　これらの議論は、「組織的創造のプロセスは、（中略）結局のところ多義性の増幅メカニ
ズムと除去メカニズムの適切な組み合わせによって、リッチな情報が処理されるプロセス
である」（桑田・田尾 ,1998）という、その指摘が解決に向けた鍵概念となると考える。つ
まり「暗黙知」と「多義性」という（一致はしていないが）相似的な概念の連結を仮定す
ることで、二項対立的な位置関係にある知識創造理論と情報処理理論の綜合が可能となり、
それらを弁証法的に綜合したリフレーミングモデルの構築が実現出来る可能性があるとい
うことである。
3．仮説モデルの構築
3.1．鍵概念の特性と、マネジメントモデルの必要性
　組織が情報に対処する際の鍵概念として「不確実性」ないし「多義性」に着目すると
いう視角の妥当性は、組織理論の全体的な展開の研究を通じて確認することができる
（Scott,1980. et al.）。
　組織をオープンシステムとして捉える考え方によると、「不確実性」とは組織−環境関係
の、主としてコンティンジェンシー理論において議論され、その後、情報処理モデルにお
いて「タスクを遂行するのに必要な情報量と既に組織が獲得している情報量との相対的な
差」（Galbraith, 1973）として定義されている。また「多義性」とは「コンテクスト次第
で意味が創造される情報の本来的な性質である曖昧性のことであり、つまり複数における
多元的対立的な解釈の存在のこと」（Weick, 1979）と定義される。そして、研究開発を潜
在的に無数に存在する選択肢を絞り込んでいくプロセスであると捉えた場合、組織や研究
開発担当者が、それら選択肢を一直線に絞り込んでいくことは、限定合理性や技術の多義
性により困難であるため、実際は、それら選択肢に関する認識を拡大していく局面と絞り
込んでいく局面を、研究段階から製品開発段階を経て事業化するまでの過程において複数
存在させる。（Tschirky et al. 2003; 竹田 , 2012）
　研究開発活動をこの様に捉えた場合、組織の管理者が担っている調整活動には、「不確
実性の除去」と「多義性の除去」という二つの側面（桑田 , 1995）が存在する。この様
に組織は不確実性の除去の為に、情報処理の合理化や効率化を図るとともに、さらに多義
性の除去の為に、その担い手である人間に注目することで情報の非論理性や曖昧性にも対
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処しなければならない（岸 , 1990）。また、組織は多義性が高い状況では問題が定義され
ていない為、問題の規定に努力を要し、不確実性が高い状況では、解の探索に努力を要す
ることに焦点を当てる（小橋 ,2002）ことから、認知と行為の循環の中で、不確実性への
対処が中心となる場合と、多義性への対処が中心となる場合とが存在する（寺澤 , 2001）。
特に研究組織においては、研究目標や研究テーマの設定局面における調整活動として「多
義性の除去」という役割はゲートキーパーである研究リーダー（研究管理者含む）が担い、
一方、「不確実性の削減」という役割は研究チームの各構成員が研究チーム全体として担
う傾向がある（田中・藤垣・平澤 , 1998）ということが分かっており、これらのことは、
後述する本研究でのケーススタディでも同様の傾向が見られる。
　このことを更に知識創造理論の側面から考えれば、研究開発の早い段階での過度な多義
性の除去は、既存知識の流用を安易に促し、新たな知識創造を阻害することにつながりか
ねないことから、情報の多義性は常に除去されるべきとは限らない（野中 , 1990）という
ことや、更には、時にはトップマネジメントは戦略的多義性を用いて、組織の中に意図的
にゆらぎを創り出すことがある（Nonaka & Takeuchi, 1995）との研究結果がある。この
様に、研究開発プロセスにおいて存在する不確実性や多義性の増減のコントロールを研究
開発プロジェクトのプロセスのなかに意図的に組み込み、組織の創造性と効率性を追求す
ることで、新たな価値の創造に向けてマネジメントすることが、研究開発組織の管理者と
しての重要な命題となる。つまり、実践的な観点からすれば、藤本（1998）の指摘にもあ
るように「効果的な製品開発の一般原則」では「情報処理」だけではなく「知識創造」に
おいてもマネジメントが求められ、それら双方を統合した能力構築が必要となるといえる。
3.2．仮説モデルの提示
　本研究で提示する仮説モデルのフレームワークは、知識創造理論による「SECI モデル」
の知見を敷衍し、不確実性と多義性の概念を分析軸とした、定量化可能な価値創造のマネ
ジメントモデルである。これらのフレームワークを構築するにあたって、まず議論が必要
なことは、定量化を行う為の分析基軸についての仮定である。この議論を解決する為の糸
口として、野中らは著作の中で「知識創造は、常に自己を革新する終わりのない変化の過
程であり、暗黙知対形式知、創造性対効率性の弁証法的運動といえる」（野中・遠山・平田 , 
2010）と説明することで、「SECI モデル」がこれら２つの分析軸を用いた平面座標で表現
出来る可能性があることについて示唆している。
　また更に、暗黙知と形式知について「客観は主観から生み出され、主観は客観によって
変化していくという、主観と客観の弁証法的綜合により知識は創造される」（野中・遠山・
平田 , 2010）とも説明している。このことは、主観的な志向をもつ暗黙知と客観的な志向
をもつ形式知といった二項対立的な概念を、弁証法を用いることで二者択一的に捉えるの
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ではなく、「対立する二つのものは対立することにおいて互いに結びつき、相互に依存す
るという関係」（野中・遠山・平田 , 2010）として捉え直すことで、ひとつの連続体とし
た分析軸を仮定することが可能となることを示唆している。尚、この様な主観的な志向性
（＝多義性が高い）と客観的な志向性（＝多義性が低い）をもつ実践活動について、Lester 
& Piore（2004）は、それぞれ「解釈的取り組み」と「分析的取り組み」という概念を用
いて、それらの活動の詳細について言及している。
　また同様に、野中は、創造性対効率性の弁証法的運動に関連した言及として「知識創造
の立場では、知識の探索と活用とは暗黙知と形式知の相互変換にほかならず、したがって、
両立ではなく、実践知によって綜合されるべき」（野中 , 2013）と説明している。この様
に創造性を志向した探索的活動と効率性を志向した活用的活動について、「必要な情報量
と既に獲得している情報量との相対的な差」である不確実性のレベルを測定することで、
それぞれの活動の質的差異を評価することが可能となると仮定出来る。つまり、創造性を
志向した探索的活動は不確実性が高く、効率性を志向した活用的活動は不確実性が低いと、
一般的に言えるということである。
　以上による理論上の仮定を本研究の文脈に沿って定義し直すと、創造性志向／効率性志
向の弁証法的運動は、探索的活動／活用的活動の性質をもっている為、不確実性の高／低
の分析軸として定義することが可能となり、また同様に、暗黙知／形式知の弁証法的運動
は、主観性志向（解釈的活動）／客観性志向（分析的活動）の性質をもっている為、多義
性の高／低の分析軸として定義することが可能となる。このような理論上の仮定を行うこ
とで、「SECI モデル」を弁証法的視点で敷衍し、不確実性と多義性の概念で分析可能な、
新たな組織的創造理論モデルを提示することが出来るようになる。
　これらのメカニズムについて、それぞれ不確実性と多義性の変数を用いた２軸による
平面座標を想定すると、「SECI モデル（図 1-1）」のフレームワークの座標軸と、「Daft 
& Lengel モデル（図 1-2）」のフレームワークの座標軸を一致させる為には、「Daft & 
Lengel モデル」を反時計回りに 45 度の直交回転を行う操作が必要であることが（図 3-1）
によって確認出来る。
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図 3-1　両理論モデルの分析基軸の共通性について
 9 
	 以上による理論上の仮定を本研究の文脈に沿って定義し直すと、創造性志向/効率性志向の弁証
法的運動は、探索的活動/活用的活動の性質をもっている為、不確実性の高/低の分析軸として定義
することが可能となり、また同様に、暗黙知/形式知の弁証法的運動は、主観性志向（解釈的活動）
/客観性志向（分析的活動）の性質をもっている為、多義性の高/低の分析軸として定義することが
可能となる。このような理論上の仮定を行うことで、「SECIモデル」を弁証法的視点で敷衍し、不
確実性と多義性の概念で分析可能な、新たな組織的創造理論モデルを提示することが出来るように
なる。	 
	 これらのメカニズムについて、それぞれ不確実性と多義性の変数を用いた２軸による平面座標を
想定すると、「SECIモデル（図1-1）」のフレームワークの座標軸と、「Daft	 &	 Lengelモデル（図
1-2）」のフレームワークの座標軸を一致させる為には、「Daft	 &	 Lengelモデル」を反時計回りに
45度の直交回転を行う操作が必要であることが（図3-1）によって確認出来る。	 
	 
	 以上によって説明された直交回転による座標軸の操作プロセスを行うことで、暗黙知と形式知に
よる相互変換作用を４つのモードのスパイラル・プロセスとして表現する「SECIモデル」のフレー
ムワークの構成を原型として、多義性と不確実性の２つの分析軸によって、活動内容や活動の志向
性について測定することが可能となる新たな分析モデル（図3-2）が理論上構築出来る。また、こ
のことは、方法論的には知識創造モデルを敷衍した上で、情報処理理論の知見を用いた、定量化を
可能とした動態的な組織的創造のプロセスモデルを提示することが出来るということを意味する。
尚、各象限内における分類名称や構成要素については、紙幅の制限上の理由で（図3-2）内で記述
しているが、本来は実証結果の確認後に提示すべき内容である為、詳細については後述する。	 
出所：（野中・遠山・平田 , 2010）図 2-1, pp.26, pp.30 を参考　　　　出所：（Daft & Lengel, 1986）の図を参考
  （野中 , 2013） pp.48-49, を参考
  （Lester & Piore , 2004） 第３章を参考
　以上によって説明された直交回転による座標軸の操作プロセスを行うことで、暗黙知と
形式知による相互変換作用を４つのモードのスパイラル・プロセスとして表現する「SECI
モデル」のフレームワークの構成を原型として、多義性と不確実性の２つの分析軸によっ
て、活動内容や活動の志向性について測定することが可能となる新たな分析モデル（図
3-2）が理論上構築出来る。また、このことは、方法論的には知識創造モデルを敷衍した上で、
情報処理理論の知見を用いた、定量化を可能とした動態的な組織的創造のプロセスモデル
を提示することが出来るということを意味する。尚、各象限内における分類名称や構成要
素については、紙幅の制限上の理由で（図 3-2）内で記述しているが、本来であれば実証
結果の確認後に提示すべき内容である為、詳細については後述する。
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図 3-2　価値創造活動におけるマネジメントマップ（価値創造の４IN モデル）
 10 
	 
	 
4.	 ケーススタディ	 
	 4.	 1.	 本ケーススタディの位置付けと目的	 
	 前章では、２つの理論モデルの座標軸を一致させる操作プロセスとして、「SECIモデル（図1-1）」
を基準に「Daft	 &	 Lengelモデル（図1-2）」が反時計回りに45度回転することで、分析軸の観点
に限れば、「SECIモデル」と同一の座標軸をもった二次平面座標モデルが構成出来ることを、理論
的考察を用いて説明した。そして、このことから更に「各象限の内容（機能や性質）についても一
致することを示す必要がある」との指摘があることも考えられる。しかし、このことについて、本
研究では、大きく２つの理由により「理論的考察」を用いて説明することは難しいと判断している。
①二次平面座標軸上で記述されているモデル同士を、45度の回転により重複させた結果、各象限の
枠組みの対象範囲がそれぞれ相違する（45度分の内容的なずれが生じる）。このことに対処する為
に「Daft	 &	 Lengelモデル」の各象限の内容（機能や性質）について45度分の補正を客観的に行う
4．ケーススタディ
4.1．本ケース タディの位置付けと目的
　前章では、２つの理論モデルの座標軸を一致させる操作プロセスとして、「SECI モデル
（図 1-1）」を基準に「Daft & Lengel モデル（図 1-2）」が反時計回りに 45 度回転するこ
とで、分析軸の観点に限れば、「SECI モデル」と同一の座標軸をもった二次平面座標モデ
ルが構成出来ることを、理論的考察を用いて説明した。そして、このことから更に「各象
限の内容（機能や性質）についても一致することを示す必要がある」と 指摘があること
も考えられる。しかし、このことについて、本研究では、大きく２つの理由により「理論
的考察」を用いて説明することは難しいと判断している。①二次平面座標軸上で記述され
ているモデル同士を、45 度の回転により重複させた結果、各象限の枠組みの 象範囲が
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それぞれ相違する（45 度分の内容的なずれが生じる）。このことに対処する為に「Daft & 
Lengel モデル」の各象限の内容（機能や性質）について 45 度分の補正を客観的に行うこ
とは、現実的には不可能であることから、前提条件を揃えた上で比較検討することが出来
ない。②「2-1」節にて既に示した様に、これら２つのモデルを構成するための前提条件
がそれぞれ異なる（象限内の機能や性質の視座が異なる）為、それらを比較検討すること
に意味を成さない。つまり「SECI モデル」は創造プロセス全体を対象にした動態的モデ
ルであり、また「Daft & Lengel モデル」は不確実性と多義性についての「縮減」を主題
とした静態的な意思決定モデルであるという、それぞれ異なる視座をもっている為、比較
する次元自体が異なるということである。
　以上の結果から、本研究においては「SECI モデル」と「Daft & Lengel モデル」の 2 
つのモデルが 45 度の回転操作を行うことで同一のモデルとして成立するとは想定してい
ない。従って、あくまでもそれらの２つのモデルを綜合することで構成された本仮説モデ
ルが、「SECI モデル」を敷衍した新たなモデルとして成立性があるのか、本研究では、そ
のような観点を視座にして議論を進めていくものである。
　以上の議論から、本研究が提示する仮説モデルが実際に成立性のあることを証明するに
は、本仮説モデルの各象限が不確実性と多義性の概念を用いて定量的に測定することで、
「SECI モデル」の各象限と同様の構成結果が確認出来るかどうかが成否の判断基準となる。
このことを担保する為には、実証的手段のみで証明するか、実証的手段と理論的手段を併
せて用いることで証明するかのどちらかの手段が必要となる。仮に実証的手段のみを用い
て証明するのであれば、暗黙知と形式知の概念と、不確実性と多義性の概念を、それぞれ
独立に測定して同じ挙動をしている（または同じ項目があてはまる）ことを示す必要があ
る。しかしながら、本研究では、暗黙知と形式知の概念は定量的に測定することが出来な
いという立場を採用している為、この様に全ての概念をそれぞれ独立に定量的に測定する
という手段を用いて証明するという手法を採用することは出来ない。また、実証的手段と
理論的手段を併せて用いることで証明をする場合には、まずは「Daft & Lengel モデル」
を反時計回りに 45 度回転し「SECI モデル」を敷衍することによって構築した本仮説モデ
ルが、「SECI モデル」に準じた象限構成となることを、予め理論的に示した後（「3-2」節
にて説明済）、そのことを担保にして、ケーススタディを用いた不確実性と多義性を分析
基軸とした測定を行う必要がある。そして、その測定の結果が「SECI モデル」の象限構
成と同様の構成結果が出ることを示すことで、仮説モデルの成立性について証明すること
が出来ると判断する。従い、本研究では、後者の実証的手段と理論的手段を併せて用いる
ことで、本仮説モデルの成立性を証明していくプロセスを採用することとする。
　以上のことを目的として、本稿のケーススタディでは、企業の研究開発を事例とした組
織的創造活動のサンプル群を設定し、その活動サンプル群を不確実性と多義性の分析基軸
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を用いて定量的に測定する作業を行う。そして、その測定の結果が、最終的に「SECI モデル」
に準じた象限構成と同様の結果を示していることについて、定量的かつ定性的に確認する
為に、クラスタ分析と散布図による分析の２種類の統計的手法を用いることとする。
　特にクラスタ分析では、全サンプルを対象に統計解析ソフトウェアを用いてクラスタリ
ング処理を行うことで、構成されるクラスタ数と各クラスタ間の関係性の確認を行い、そ
れが「SECI モデル」の象限構成と同様の構成結果を示しているかについて、定量的かつ
定性的に判断する。また、散布図による分析では、実際に二次平面座標に測定結果をプロッ
トすることで「SECI モデル」の象限構成と同様のプロット結果を示しているかについて、
定量的かつ定性的に判断する。
4.2．事例対象組織の特性
　本研究の事例対象となるホンダ（3）のロボティクス研究開発組織は、本田技研工業（株）
の研究開発子会社である（株）本田技術研究所 基礎技術研究センターの研究領域の一部と
して存在している。ホンダは創業以来、二輪バイク、乗用車をはじめ、発電機や船外機等
のような汎用エンジン製品群や、近年では小型ジェット機事業を手掛けるなど、「モビリ
ティ（移動体）」を「先進創造（新価値創造）」することを企業ドメインとした多角化事業
展開を特徴としており、その中でも取り分けホンダの企業命題のひとつである「先進創造」
や「新価値創造（4）」の象徴のひとつとして、ロボティクスの研究開発活動を位置付け（5）
ている。例えば、ホンダでは「ASIMO」と呼ばれる二足歩行型の知能化ヒューマノイドロボッ
トにつながる研究を 1986 年より開始しており、現在ではヒューマノイドロボットの研究
だけに留まらず、それらの研究から得た様々な知見や技術を基に「ホンダ・ロボティクス（6）」
と呼ぶ、様々な応用技術や製品の実用化に向け、研究開発展開を継続している。
4.3．サンプルの特性と検証手法
　本研究のケーススタディの分析対象は、2000 年 6 月 28 日（ホンダ「Ｐ３」ロボット
キャラバンデモンストレーション開始）以降、2013 年 6 月 17 日（「高所調査用ロボット」
東京電力福島第一原子力発電所で稼働を開始）までの、ホンダの企業 WEB サイト（7）に
て公開されているロボティクス関連領域に限定したすべてのニュースリリースの記事内容
である。
　本分析に用いる事例サンプルは、（n=33）のニュースリリースであり、更に単独のニュー
スリリースに複数の活動内容が記述してある場合は、それぞれ別の事例サンプルとして分
割して取り扱っている。その結果、（n=55）のニュースリリースを事例サンプルとして分
析対象とした。尚、事例サンプルの概要を（表 4-1）にて示した。
　以上の様に、ホンダのロボティクス領域のニュースリリースを分析対象のサンプルに設
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定した理由は、先端技術領域における非公開性の高い研究開発活動について、企業として
公式に外部公表した事例を経時的に一覧として整理（8）してあるという、サンプルデータ
の入手性と信頼性の高さを主な理由として、事例サンプルとして適当であると判断したか
らである。そして、それら事例サンプルを用いて、①標本データベースの作成、②変数一
覧の作成、③スコア化と集計、④座標回転によるデータ補正、⑤クラスタリングによる分
類／一次評価、⑥散布図による二次評価、の各プロセスから成る定量的・定性的検証を行っ
た。以上の手順による方法論を用いることで、分析対象となるサンプルについて、まずは
統計学的な観点による一次的検証を行い、更にはその結果を踏まえた上で、散布図を用い
た二次平面座標による、視覚的な観点での二次的検証を行うことが出来る。その為、段階
的かつ複眼的な成立性検証が可能となる手法であると考えられる。
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表 4-1　ホンダのロボティクス領域についてのニュースリリースを用いた事例サンプルリスト
（n=55）
 13 	 
（注）（n=33）のニュースリリースについて、それぞれ別の事例サンプル（n=55）として分割して取り扱っている
ことを明示する為に、同じニュースリリースの集合を白地と網掛けを交互に用いることで表現している。
出典：http//:www.honda.co.jp/pressroom/tech/ より作成
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4.4．変数とスコア化のプロセス
　一般的に仮説モデルの実証を施す場合には、評価指標を用いた定量的測定が必要となる。
しかしながら、本実証プロセスについて想定すると、不確実性と多義性についての状態や
レベルを、直接的かつ包括的に、定量的に測定することは現実的には難しい。その為、本
研究では、それら不確実性と多義性についての状態や活動に関与し影響を与えると想定さ
れる要因を、様々な既存研究による知見に基づいて定量化可能な複数の要素に分解し、更
にそれら説明変数群の数値結果を再集計することで各代理変数のスコアを想定するとい
う、還元主義的手法を採用している。
　従い、以下にて「不確実性」と「多義性」のそれぞれの領域に対して、スコア化の手法
をそれぞれ順番に説明する。
　まずは「不確実性」について説明する。本研究では「不確実性」を「タスクを遂行する
のに必要な情報量と既に組織が獲得している情報量との相対的な差」（Galbraith, 1973）
として定義している。その為、組織がタスクを遂行する際に獲得が必要な情報量が相対的
に多ければ不確実性が高く、相対的に少なければ不確実性が低い、と判断することが出来
る。しかしながら、この様な「不確実性」の程度の差を直感的、直接的に測定することは
難しいため、以下の仮定を基に客観的な基準を用いて測定可能な評価軸を設定し、それを
代替して測定することにより、「不確実性」の程度を推定するプロセスを導出した。
① 効率性を志向する活動よりも、創造性を志向する活動の方が、実践主体者にとって、
より多くの新しい情報を獲得する必要がある為、不確実性が高い。
② 資源（知識や技術含む）や環境に対して活用的な活動よりも、資源や環境に対して探
索的な活動の方が、実践主体者にとって、より多くの情報獲得が必要となる活動であ
る為、不確実性が高い。
　上記の２つの仮定を基に、更に細分化を行い、目的、知識や技術、組織、資源、環境適
応のそれぞれ 5 つの測定領域（9）について、計７つのスコア化が可能な設問を設定し、そ
れらの項目をそれぞれ説明変数とした。これらの説明変数の設定においては、経営学領域
における、組織論、知識創造理論、戦略論、ケイパビリティ論、コンティンジェンシー理論、
イノベーション理論等の様々な既存研究の知見を参考にして、実際に測定可能な変数とな
るということを制約条件とし、設定（10）したものである。
　また「多義性」のスコア化のプロセスについても同様である。「多義性」とは「コンテ
クスト次第で意味が創造される情報の本来的な性質である曖昧性のことであり、つまり複
数における多元的対立的な解釈の存在のこと」（Weick, 1979）として、本研究では定義し
ている。その為、コンテクストを組織の主体者間にて共有する際に、情報の質やそれらが
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存在する状況や環境によって、解釈の多様性が相対的に大きければ多義性が高く、相対的
に小さければ多義性が低い、と判断することが出来る。そして、「多義性」の程度を推定
する為の仮定は、下記の２つであり、この２つの仮定を基に「不確実性」同様に７つの項
目を説明変数として設定している。
① 客観性を志向する活動よりも、主観性を志向する活動の方が、実践主体者間で共有す
る情報の解釈の幅が大きく、情報の認識の多様性が大きくなる為、多義性が高い。
② 資源（知識や技術含む）やそれらが存在する状況や環境に対して分析的な活動よりも、
解釈的な活動の方が、実践主体者間で共有する情報の解釈の幅が大きく、情報の認識
の多様性が大きくなる為、多義性が高い。
　以上の結果、本分析プロセスでは、多義性と不確実性の評価の為に説明変数を各７セッ
トずつ設定し、高／低レベルについて１点（低）〜５点（高）の尺度でスコア化を行うこ
ととした。その際に、客観的な評価基準として、（表 4-2）にて示した採点尺度を基準とし
て用いており、各サンプルの個別の状況やコンテクストについて、これらの評価基準を用
いることで、より客観的なスコア化を可能とした。
表 4-2　代理変数を構成する説明変数一覧と採点尺度
 15 
	 
①客観性を志向する活動よりも、主観性を志向する活動の方が、実践主体者間で共有する情報の解
釈の幅が大きく、情報の認識の多様性が大きくなる為、多義性が高い。	 
②資源（知識や技術含む）やそれらが存在する状況や環境に対して分析的な活動よりも、解釈的な
活動の方が、実践主体者間で共有する情報の解釈の幅が大きく、情報の認識の多様性が大きくな
る為、多義性が高い。	 
	 	 
	 以上の結果、本分析プロセスでは、多義性と不確実性の評価の為に説明変数を各７セットずつ設
定し、高/低レベルについて１点（低）〜５点（高）の尺度でスコア化を行うこととした。その際
に、客観的な評価基準として、（表4−2）にて示した採点尺度を基準として用いており、各サンプル
の個別の状況やコンテクストについて、これらの評価基準を用いることで、より客観的なスコア化
を可能とした。	 
	 
	 更にスコア測定の手順について説明する。まず始めに、企業WEBサイトに掲載しているロボティ
クス研究開発領域の全ニュースリリースを対象に、そのリリース内容に関わる主な研究開発活動に
ついて調査把握し、適切な活動グループを決定した。その際、ひとつのニュースリリースに対して
複数の活動を遂行していると判断出来る場合には、異なるサンプルとして扱うことで、包括的な活
動群を個別の活動要素として分割して取り扱うことに配慮した。そして、この様な活動グループの
決定後、これらの個別サンプルについて、活動の目的や達成手段、研究開発内容や段階レベル、関
連する恊働者やその特性、活動遂行に影響を与える有形、無形資源、等といった研究開発プロジェ
クトにおける外部環境や内部環境についての特徴を項目化してまとめ、（表4−2）にある採点尺度と
対応させることで、個別サンプルのスコアを測定評価するという作業を行った。	 
	 尚、スコア化にあたり、ニュースリリースの記述内容だけでは活動詳細が不明確で、スコアの測
定が出来ない項目がある場合は、関連する資料や文献等の参照を行ない、また必要に応じてホンダ
社内の関係者へのインタビュー等での確認(11)を行うことで、可能な限り客観的な標本(12)となるよう
に留意して項目化の作業を実施した。	 
　更にスコア測定の手順について説明する。まず始めに、企業 WEB サイトに掲載してい
るロボティクス研究開発領域の全ニュースリリースを対象に、そのリリース内容に関わる
主な研究開発活動について調査把握し、適切な活動グループを決定した。その際、ひとつ
のニュースリリースに対して複数の活動を遂行していると判断出来る場合には、異なるサ
ンプルとして扱うことで、包括的な活動群を個別の活動要素として分割して取り扱うこと
に配慮した。そして、この様な活動グループの決定後、これらの個別サンプルについて、
活動の目的や達成手段 研究開発内容や段階レベル、関連する恊働者やその特性、活動遂
行に影響を与える有形、無形資源、等といった研究開発プロジェクトにおける外部環境や
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内部環境についての特徴を項目化してまとめ、（表 4-2）にある採点尺度と対応させること
で、個別サンプルのスコアを測定評価するという作業を行った。
　尚、スコア化にあたり、ニュースリリースの記述内容だけでは活動詳細が不明確で、ス
コアの測定が出来ない項目がある場合は、関連する資料や文献等の参照を行ない、また必
要に応じてホンダ社内の関係者へのインタビュー等での確認（11）を行うことで、可能な限
り客観的な標本（12）となるように留意して項目化の作業を実施した。
表 4-3　説明変数別のスコアの結果
 16 
	 
	 尚、（表4-3）は、不確実性と多義性についての説明変数群とスコアの集計結果の概要を示してい
る。本実証プロセスでは、これら説明変数毎に生じた基準のバラツキの影響を極小化する補正を行
う為に、ここに示した各説明変数の平均値を用いて、前述の１点（低）〜５点（高）の採点尺度を
用いたスコア(表4-1の単純平均スコアを平均する前の要素である各７つの説明変数)に対して、
各々の平均値が原点０の基準となるようにスコアを正規化している。具体的には、採点スコアと関
連する各平均値との差分の数値を正規化スコアとして扱うことを目的として、全スコアを再計算す
るオフセットのプロセスを踏むことで、(表4-1の正規化スコア２列)の様に回転補正前の図(図5-2
の左座標)に使用するスコア一覧を作成した。	 
	 尚、評価の尺度をより厳密化し、より正確性の高いサンプル標本とする為に、各項目について	 3	 
点で「評価不可」とされた項目は、予め集計サンプルから除外した上で、各スコアを算出するとい
うプロセスを踏んでいる。従い、本検証では、全55サンプル×全14説明変数＝全770項目の内、
評価不可と判断された60項目を除外した、残りの全710項目を、測定結果を算出するための標本
サンプルとして扱った。	 
	 
5.	 事例検証から導出される結論	 
	 	 5.	 1.	 階層的クラスタ分析の結果	 	 
	 まず、本サンプル群(n=55)について、研究開発における活動セグメントを抽出する為に、主とな
る活動の目的/手段について定性的に分析し、親和図法（KJ法）を用いたグループ化検証を行った
結果、計12の活動グループに分類されることが確認できた。そして、これらの12の活動グループ
に対して、①ビジネス育成、②ブランド育成、③技術紹介、④新製品技術発表、⑤共同研究開始、
⑥研究環境創造、⑦社会貢献プログラム開始、⑧新技術研究開発、⑨新製品研究開発、⑩ビジネス
コンセプト構築、⑪技術コンセプト構築、⑫製品コンセプト構築、という活動内容をそれぞれ象徴
する名称ラベルを付与した(表4-1)。	 
　（表 4-3）は、不確実性と多義性についての説明変数群とスコアの集計結果の概要を示し
ている。本実証プロセスでは、これら説明変数毎に生じた基準のバラツキの影響を極小化
する補正を行う為に、ここに示した各説明変数の平均値を用いて、前述の１点（低）〜５
点（高）の採点尺度を用いたスコ （表 4-1 の単純平均スコアを平均する前の要素である
各７つの説明変数）に対して、各々の平均値が原点０の基準となるよう スコアを正規化
している。具体的には、採点スコアと関連する各平均値 の差分の数値を正規化スコアと
して扱うことを目的として、全スコアを再計算するオフセットのプロセスを踏むことで、
（表 4-1 の正規化スコア２列）の様に回転補正前の図（図 5-2 の左座標）に使用するスコ
ア一覧を作成した。
　尚、評価の尺度をより厳密化し、より正確性の高いサンプル標本とする為に、各項目に
ついて 3 点で「評価不可」とされた項目は、予め集計サンプルから除外した上で、各スコ
アを算出するというプロセスを踏んでいる。従い、本検証では、全 55 サンプル × 全 14
説明変数＝全 770 項目の内、評価不可と判断された 60 項目を除外した、残りの全 710 項
目を、測定結果を算出するための標本サンプルとして扱った。
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5．事例検証から導出される結論
5.1．階層的クラスタ分析の結果
　まず、本サンプル群（n=55）について、研究開発における活動セグメントを抽出する
為に、主となる活動の目的／手段について定性的に分析し、親和図法（KJ 法）を用いた
グループ化検証を行った結果、計 12 の活動グループに分類されることが確認できた。そ
して、これらの 12 の活動グループに対して、①ビジネス育成、②ブランド育成、③技術
紹介、④新製品技術発表、⑤共同研究開始、⑥研究環境創造、⑦社会貢献プログラム開始、
⑧新技術研究開発、⑨新製品研究開発、⑩ビジネスコンセプト構築、⑪技術コンセプト構
築、⑫製品コンセプト構築、という活動内容をそれぞれ象徴する名称ラベルを付与した（表
4-1）。
　次に、データ補正後のサンプル群（図 5-2 の右座標：計算方法は後述）を対象に、階層
的クラスタ分析という統計解析手法を用いてデンドログラム（階層数無指定）を作成した。
その結果、（図 5-1）にて示される様に、これら 12 の活動グループは、多義性の高／低と
不確実性の高／低を分岐にして４つのクラスタに分類されるという結果が確認出来た。ま
た、この統計手法を用いた定量的検証の結果、４つのクラスタに分類されることが確認出
来たことと同時に、それら４つのクラスタについて、それぞれ定性的に検証（13）すると、
「SECI モデル」の、共同化（⑤⑥⑦のクラスタ）、表出化（⑩⑪⑫のクラスタ）、連結化（⑧
⑨のクラスタ）、内面化（①②③④のクラスタ）の各機能要素に相似した関係性を有する
活動内容であることが確認出来た。このことにより更に、これら４つのクラスタの活動内
容の詳細について定性的に分析／判断した結果、より明確に象徴する独自の名称ラベルを
それぞれ付与することとした。即ち、「Interaction（共同：場の創造）」、「Intention（意図：
コンセプトの創造）」、「Integration（統合：技術の創造）」、「Incubation（深化：価値の創造）」
である。これらの機能や性質の詳細については後述する。
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図 5−1　階層的クラスタ分析の結果
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 次に、データ補正後のサンプル群（図5-2の右座標：計算方法は後述）を対象に、階層的クラス
タ分析という統計解析手法を用いてデンドログラム（階層数無指定）を作成した。その結果、(図
5-1)にて示される様に、これら12の活動グループは、多義性の高/低と不確実性の高/低を分岐に
して４つのクラスタに分類されるという結果が確認出来た。また、この統計手法を用いた定量的検
証の結果、４つのクラスタに分類されることが確認出来たことと同時に、それら４つのクラスタに
ついて、それぞれ定性的に検証(13)すると、「SECIモデル」の、共同化（⑤⑥⑦のクラスタ）、表出化
（⑩⑪⑫のクラスタ）、連結化（⑧⑨のクラスタ）、内面化（①②③④のクラスタ）の各機能要素に
相似した関係性を有する活動内容であることが確認出来た。このことにより更に、これら４つのク
ラスタの活動内容の詳細について定性的に分析/判断した結果、より明確に象徴する独自の名称ラ
ベルをそれぞれ付与することとした。即ち、「Interaction(共同：場の創造)」、「Intention(意図：
コンセプトの創造)」、「Integration(統合：技術の創造)」、「Incubation(深化：価値 創造)」であ
る。これらの機能や性質の詳細については後述する。	 
	 
	 
	 	 5.	 2.	 散布図による可視化の結果	 
	 本仮説モデルは、Daft	 &	 Lengel(1986)による平面座標モデル（図1-2）を、原点を中心に反時計
回りに45度分、直交回転させた値に補正する必要があると前述した。そして、（図5-2）が本サン
プルの回転前後の結果を散布図として示したものである。これにより、回転補正後の座標グラフは
本仮説モデルと構成が相似する二次平面座標となり、視覚的に比較/検証を行うことが可能となる。	 
	 尚、次の行列式を用いてスコアの座標回転後の値をそれぞれ個別に計算している。	 
5.2．散布図による可視化の結果
　本仮説モデルは、Daft & Lengel（1986）による平面座標モデル（図 1-2）を、原点を
中心に反時計回りに 45 度分、直交回転させた値に補正する必要があると前述した。そし
て、（図 5-2）が本サンプルの回転前後の結果を散布図として示したものである。これによ
り、回転補正後の座標グラフは本仮説モデルと構成が相似する二次平面座標となり、視覚
的に比較／検証を行うことが可能となる。
　尚、次の行列式を用いてスコアの座標回転後の値をそれぞれ個別に計算している。
ǯ Ͷͷι −sin45ι 
ǯ Ͷͷι Ͷͷι ൌ
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図 5-2　平面座標の回転による結果（n=55）
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 以上の様に「5.	 1.」の節にて示した階層的クラスタ分析によるクラスタ化とラベリングの結果
を踏まえ、（図5-2）の右座標の回転後の散布図を対象に、それぞれのグループにおける不確実性と
多義性の平均値を算出し、各クラスタの位置関係についての可視化に対応した散布図が、(図5-3)
である。この図からは、座標原点を中心に、それぞれ４つのクラスタが４つの象限別の構成で布置
されていることが確認出来る。そして同時に、これら４つのクラスタの関係性について、それぞれ
定性的に検証すると、「SECIモデル」の、共同化、表出化、連結化、内面化の順番にて遷移するプ
ロセスや関係性に相似する構成であることが確認出来た。	 
	 以上の検証プロセスの結果により、価値創造活動におけるマネジメントマップとして、４つのモ
ードを１つのプロセスとして構成した、不確実性と多義性の分析軸にて評価可能な「価値創造の４
INモデル」（図3-2）を、仮説モデルとして導くことができる。つまり、①自組織と外部組織との
相互作用の場を創造し（Interaction）、②その場を活用することで、技術や製品の新たなコンセプ
トや市場化戦略の意図を形成、表出し（Intention）、③それらのコンセプトを基に、自組織や外部
組織がもつ技術を統合することで、新たな技術体系の創出を導き（Integration）、④それらの創出
された技術を、社会的文脈の中で新たな価値として再構成・蓄積し、更には育成・深化する
（Incubation）という、４つの「In」を頭文字とした英単語で象徴される、４象限で表わされるプ
ロセスモデルである。この「価値創造の４INモデル」は、モデル構築の際の分析軸や前提条件が異
なっているのにも関わらず、「SECIモデル（図1-1）」の各４象限と基礎的概念がそれぞれ対応する
結果となっており、理論的に成立性が高く、新たな組織的創造プロセスのモデルとして成立してい
る仮説モデルであると結論付けることが出来る。	 
　以上の様に「5.1.」の節にて示した階層的クラスタ分析によるクラスタ化とラベリング
の結果を踏まえ、（図 5-2）の右座標の回転後の散布図を対象に、それぞれのグループにお
ける不確実性と多義性の平均値を算出し、各クラスタの位置関係についての可視化に対応
した散布図が、（図 5-3）である。この図からは、座標原点を中心に、それぞれ４つのクラ
スタが４つの象限別の構成で布置されていることが確認出来る。そして同時に、これら４
つのクラスタの関係性について、それぞれ定性的に検証すると「SECI モデル」の、共同化、
表出化、連結化、内面化の順番にて遷移するプロセスや関係性に相似する構成であること
が確認出来た。
　以上の検証プロセスの結果により、価値創造活動におけるマネジメントマップとして、
４つのモードを１つのプロセスとして構成した、不確実性と多義性の分析軸にて評価可能
な「価値創造の４IN モデル」（図 3-2）を、仮説モデルとして導くことができる。つまり、
①自組織と外部組織との相互作用の場を創造し（Interaction）、②その場を活用することで、
技術や製品の新たなコンセプトや市場化戦略の意図を形成、表出し（Intention）、③それ
らのコンセプトを基に、自組織や外部組織がもつ技術を統合することで、新たな技術体系
の創出を導き（Integration）、④それらの創出された技術を、社会的文脈の中で新たな価
値として再構成・蓄積し、更には育成・深化する（Incubation）という、４つの「In」を
頭文字とした英単語で象徴される、４象限で表わされるプロセスモデルである。この「価
値創造の４IN モデル」は、モデル構築の際の分析軸や前提条件が異なっているのにも関わ
らず、「SECI モデル（図 1-1）」の各４象限と基礎的概念がそれぞれ対応する結果となって
おり、理論的に成立性が高く、新たな組織的創造プロセスのモデルとして成立している仮
説モデルであると結論付けることが出来る。
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図 5-3　散布図による評価結果（n=55）
 19 
	 
	 
6.	 ディスカッション：マネジメントの実践モデル	 
	 本稿が提示した「価値創造の４INモデル」（図3-2）は、実証プロセスにおいては静態的なデー
タセットを用いて導出されたものである。しかし、このモデル自体は、モデルの理論構成として、
最終的には「SECIモデル」を用いた動態的なフレームワークの中で捉え直すことを前提条件として
成立しているため、経時的に情報の量と質とが変容する動態的な理論モデルであると定義出来る。
そして、この様な「価値創造の４INモデル」を企業実践の中に取り入れることを想定した場合に、
この次の段階で求められるのは「企業管理者は、どのように研究開発活動のマネジメント実践を行
うべきか」についての議論であると考えられる。	 
	 以上の議論に応える為に「価値創造の４INモデル」に更なる論理的考察を加え、再整理すること
で、フレームワークの視点の変更を行った概念図が、（図6-1）である。この図では４象限の各モー
ドにおける情報の変容についてのメカニズムを、概念的に表現している。つまり、時間軸の進展に
合わせながら時計回りに、不確実性と多義性の増幅と縮減についての弁証法的運動メカニズムを図
示した動態的な概念モデルである。但し補足すると、この図は既存の「価値創造の４INモデル」に
（注）本図における円の大きさはサンプルの数的規模を示し、円の中の数字はサンプルの数を示す。
6．ディスカッション：マネジメントの実践モデル
　本稿が提示した「価値創造の４IN モデル」（図 3-2）は、実証プロセスにおいては静態
的なデータセットを用いて導出されたものである。しかし、このモデル自体は、モデルの
理論構成として 最終 には「SECI モデル」を用いた動態的なフレームワークの中で捉
え直すことを前提条件として成立しているため、経時的 情報の量と質とが変容する動態
的な理論モデルであると定義出来る。そして、この様な「価値創造 ４IN モデル」を企業
実践の中 取り入れることを想定した場合に、この次の段階で求められるのは「企業管理
者は、どのように研究開発活動のマネジメント実践を行うべきか」についての議論である
と考えられる。
　以上の議論に応える為に「価値創造の４IN モデル」に更な 論理的考察を加え、再整
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理することで、フレームワークの視点の変更を行った概念図が、（図 6-1）である。この図
では４象限の各モードにおける情報の変容についてのメカニズムを、概念的に表現してい
る。つまり、時間軸の進展に合わせながら時計回りに、不確実性と多義性の増幅と縮減に
ついての弁証法的運動メカニズムを図示した動態的な概念モデルである。但し補足すると、
この図は既存の「価値創造の４IN モデル」に対する視点を変更し、不確実性と多義性の
増幅と縮減のプロセスを単により明示的にしただけであり、新たな概念の追加や前提条件
の変更等は一切行ってはいない。この図を見ると分かる通り、価値の創造プロセスでは、
４つの各モードを進展して行く際に、企業の管理者は不確実性と多義性の増幅と縮減の組
み合わせの活動を適時適切にマネジメント（14）しなければならないことが理解出来る。
図 6-1　不確実性と多義性の動態的メカニズム
 20 
対する視点を変更し、不確実性と多義性の増幅と縮減のプロセスを単により明示的にしただけであ
り、新たな概念の追加や前提条件の変更等は一切行ってはいない。この図を見ると分かる通り、価
値の創造プロセスでは、４つの各モードを進展して行く際に、企業の管理者は不確実性と多義性の
増幅と縮減の組み合わせの活動を適時適切にマネジメント(14)しなければならないことが理解出来
る。	 
	 
	 また更に論理的考察を加え、これらの各象限におけるマネジメントの実践内容をより明確に整理
した（図表6-2）を示した。この図表についても既存の「価値創造の４INモデル」についての視点
を変更し、（図6-1）による不確実性と多義性の高／低についての位相の違いについて、具体的且つ、
理論的に整理した図表であり、新たな概念の追加や前提条件の変更等は一切行ってはいない。これ
らの図表の整理により理解出来ることは、組織的創造プロセスの各象限の実践にはそれぞれ多様な
目的（志向性）や手段（活動内容）があり、マネジメント実践においては、これらの変容する要素
のコントロールを前提とした意思決定やマネジメントが必要となるということである。	 
　また更に論理的考察を加え、これらの各象限におけるマネジメントの実践内容をより明
確に整理した（図表 6-2）を示した。この図表についても既存の「価値創造の４IN モデル」
についての視点を変更し、（図 6-1）による不確実性と多義性の高／低についての位相の違
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いについて、具体的且つ、理論的に整理した図表であり、新たな概念の追加や前提条件の
変更等は一切行ってはいない。これらの図表の整理により理解出来ることは、組織的創造
プロセスの各象限の実践にはそれぞれ多様な目的（志向性）や手段（活動内容）があり、
マネジメント実践においては、これらの変容する要素のコントロールを前提とした意思決
定やマネジメントが必要となるということである。
図表 6-2　不確実性と多義性のマネジメント実践
 21 
	 
	 そして最後に、本研究でケーススタディを実証調査した際の定性分析の結果を踏まえ、「場の創
造」から「コンセプトの創造」「技術の創造」を経て「価値の創造」へと進展するそれぞれ４つの
モードを対象に、活動の実践者が行う活動内容(15)と共に、組織の管理者が行うマネジメント実践に
ついて、一般的な研究開発プロジェクトを想定した際のモデルケースを、以下にて示す。	 
	 
①Interaction（共同：場の創造）	 
	 自組織内部や外部組織との相互作用によって、新たな組織的活動を行う為の「場」(Nonaka	 &	 
Konno,1998)を創造する段階である。つまり多様な経験や価値観を共有するために、相互作用を可
能とする「場」を創生する為には、プロジェクト活動の実践者は、原初、各々がもっていた主観的
な状況を次第に客観的な状況に転換することで、メンバー間による共通言語や共同意識といった恊
働のための共通基盤の整備を行い、その結果、多様な経験や価値観が相互に探索され、分析される
ことが可能となる環境が創られる。従って、組織のマネジメント管理者は、主観性を志向した状態
から客観性を志向した状態へと転換させる為に、高い状態にある多義性を最上限レベルにまでもっ
ていき、それを次第に縮減させることで、解釈的な活動から分析的活動に移行させる。そして同時
に、創造性向上の志向の為に、低い状態にあった不確実性を高い状態に増幅させることで、探索的
な活動を強化するマネジメントが必要となる。この様に対話可能な場の構築や相互作用の為の仕組
みとプロセスの構築によって、経験や思考プロセス等の暗黙の前提の共有が可能となり、多様性の
　そして最後に、本研究でケーススタディを実証調査した際の定性分析の結果を踏まえ、
「場の創造」から「コンセプトの創造」「技術の創造」を経て「価値の創造」へと進展する
それぞれ４つのモードを対象に、活動の実践者が行う活動内容（15）と共に、組織の管理者
が行うマネジメント実践について、一般的な研究開発プロジェクトを想定した際のモデル
ケースを、以下にて示す。
① Interaction（共同：場の創造）
　自組織内部や外部組織との相互作用によって、新たな組織的活動を行う為の「場」
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（Nonaka & Konno, 1998）を創造する段階である。つまり多様な経験や価値観を共有す
るために、相互作用を可能とする「場」を創生する為には、プロジェクト活動の実践者は、
原初、各々がもっていた主観的な状況を次第に客観的な状況に転換することで、メンバー
間による共通言語や共同意識といった恊働のための共通基盤の整備を行い、その結果、多
様な経験や価値観が相互に探索され、分析されることが可能となる環境が創られる。従っ
て、組織のマネジメント管理者は、主観性を志向した状態から客観性を志向した状態へと
転換させる為に、高い状態にある多義性を最上限レベルにまでもっていき、それを次第に
縮減させることで、解釈的な活動から分析的活動に移行させる。そして同時に、創造性向
上の志向の為に、低い状態にあった不確実性を高い状態に増幅させることで、探索的な活
動を強化するマネジメントが必要となる。この様に対話可能な場の構築や相互作用の為の
仕組みとプロセスの構築によって、経験や思考プロセス等の暗黙の前提の共有が可能とな
り、多様性の熟成が促進される。
② Intention（意図：コンセプトの創造）
　技術についての新たなコンセプトや市場化戦略等の意図を形成し、それを適切な機会と
対象に表出する段階である。つまりコンセプトや計画を立案し明示する為には、プロジェ
クト活動の実践者は、可能な限り多種多様な情報を探索／収集／蓄積した後に、それらの
情報を活用可能なレベルに整理すると共に、更に分析を加えることで多様な選択肢を客観
的に絞り込む活動が行われる。従って、組織のマネジメント管理者は、創造性を志向した
状態から効率性を志向した状態へと転換させる為に、高い状態にある不確実性を最上限レ
ベルにまでもっていき、それを次第に縮減させることで、探索的な活動から活用的な活動
に移行させる。そして同時に、客観性の志向の為に、高い状態にある多義性を低い状態へ
縮減させるといった、分析的な活動を強化するマネジメントが必要となる。この様にコン
セプトの創造は、対話、すなわち共同思考によって引き起こされ、製品等の最終形態を意
図した、技術要件、達成手段、評価基準、基本原理等の絞り込みの結果を、メタファー、
アナロジー、コンセプト、仮説、モデル等の形態で明示化することによって、具体的な目
標や計画として共有できるようになる。
③ Integration（統合：技術の創造）
　コンセプトとして意図された計画の実現に向けて、自組織と外部組織のもつ既存の技術
同士を統合させることで新たな技術の体系を創出する段階である。つまり、事前に意図さ
れた技術の構築の為には、プロジェクト活動の実践者は、前段階で絞り込まれたコンセプ
トについて詳細を分析し、解釈を加えながら、更にそれらコンセプトや収集した情報を整
理／分類し、活用的に組み合わせて、一つの技術体系を創り出す活動が行われる。従って、
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組織のマネジメント管理者は、客観性を志向した状態から主観性を志向した状態へと転換
させる為に、低い状態にある多義性を最下限レベルにまでもっていき、それを次第に増幅
させることで、分析的活動から解釈的活動に移行させる。そして同時に、効率性の志向の
為に、高い状態にあった不確実性を低い状態に縮減させるといった、技術の活用的な活動
を強化するマネジメントが必要となる。この様に異なったコンセプトや明示的な技術（要
素技術や技術システム）を組み合わせて統合するプロセスにより、革新的な技術の創出が
促進される。
④ Incubation（深化：価値の創造）
　創出された技術を、社会や市場や顧客からの文脈により新たな価値として再構成・蓄積
させ、更にはより育成・深化させるなかで、豊かな価値の多様性を育む段階である。つま
り技術を価値に変換する為には、一義的な意味体系しか持たない技術に多様な解釈可能性
をもたらす必要がある。その為、プロジェクト活動の実践者は、創出された技術を保持／
育成し、新たな価値として必要とされる機会を広く探索しながら、社会的文脈に適合する
ように技術を価値として解釈し直す活動を行う。従って、組織のマネジメント管理者は、
効率性を志向した状況から創造性を志向した状況に転換させる為に、低い状態にある不確
実性を最下限レベルにまでもっていき、それを次第に増幅させることで、活用的活動から
探索的活動に移行させる。そして同時に、主観性の志向の為に、低い状態にある多義性を
高い状態に増幅させるといった、解釈的な活動を強化するマネジメントが必要となる。こ
の様に創出された技術は、製品自体やマニュアル資料、各種成果物等の言語化・図式化・
形式化された明示的なメディアを媒介として、各自の主観の内部において多様に解釈可能
な「価値」として存立し得るものに変換される。
7．本研究の意義と今後の研究課題
　「SECI モデル」を用いたマネジメントについての応用、展開としては、現在まで様々な
企業実践を事例とした調査研究が多数存在している。しかしながら、これらの研究の多く
は、主に暗黙知や形式知について分析対象にした、観察やアンケートに基づく経験的／定
性的な調査結果を基としており、多義性と不確実性を分析基軸とした、組織的創造プロセ
スについて主題とした議論はほとんど存在しない。例えば、この領域の数少ない研究とし
て、犬塚（2005）による「情報の多義性削減プロセスに関する実証的解釈」についての研
究が存在する。この研究は、様々な企業実践における多義性の削減を論点にして、「SECI
モデル」を用いて定量的な実証を試みている意欲的な研究のひとつであるが、情報の多義
性削減に主題を限定した研究である。従って、本稿が示した、不確実性と多義性の２つの
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概念を分析の基軸として「SECI モデル」を敷衍した仮説モデルを提示し、それを定量的
に実証した研究は、現在まで、ほとんど類を見ない研究であると言える。
　また、本研究は、一見すると、既存の知識創造理論を単にアレンジし、再提示している
という表面上での印象によって、独自性や新規性を見出すことが出来ないと指摘される可
能性もあるかもしれない。しかし、本研究による最大の貢献は、「SECI モデル」を敷衍し
た新しい定量化可能な創造プロセスモデルの可能性を示したことにある。つまり、定量化
が困難である暗黙知と形式知を基礎的概念とした「SECI モデル」について、定量化を可
能とする多義性と不確実性の分析軸による独自の検証を行うことで、知識創造理論の正当
性を、組織マネジメントを行う管理者の視点によって再確認したことが本研究の成果であ
る。このことによって、従来では困難であった定量的な実証研究を行うための基礎的概念
を新たに提示し、本研究領域における発展可能性を広げることが出来たと考えている。
　以上の様に、本稿では、既存の先行研究の知見に依拠して、可能な限り援用／敷衍する
ことを前提として仮説モデルの提示についての議論を進めてきた。しかし、紙幅の都合に
より、ここでは十分説明しきれていない内容が存在する。また、本研究から得た知見は、
単一の企業組織や活動領域を調査対象として導出されたものであり、他の組織や他の活動
領域に適用可能か等の観点についての検証や、更には、今回の実証の為に採用した定量化
プロセスや検証手法についての妥当性の検証なども必要と考える。その為、本理論モデル
の更なる精緻化（16）を検討するなかで、より具体的な事例を用いた研究が、今後益々必要
となると考えている。
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注
（1） 本稿は「国際ビジネス研究学会　第 20 回全国大会　創立二十周年記念大会（統一論題 地域
イノベーションとグローバル化）」での自由論題として、筆者が報告した「オープンイノベー
ション・パラダイムにおける価値創造のマネジメント」の研究内容（報告日：2013 年 10 月
27 日）について、更なる検討を行い、改訂を加えたものである。
（2） 客観的に基準が定まり評価が可能な「機能的価値」だけではなく、主観的に解釈や意味づけを
することによって生まれる「意味的価値」（延岡 ,2010）についても同様に、本研究における
「価値」の定義としている。尚、近年の経営学において「知識が価値創造の源泉として最も有
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力な資源となり、企業の持続的成長の決定要因となる」（野中・遠山・平田 ,2010）ことへの
理論と実践について、多くの議論が成されている。
（3） 本稿では、本田技研工業（株）及び（株）本田技術研究所の両社について、便宜上「ホンダ」
と名称を統一して、本文中では記載している。
（4） （福井威夫・本田技研工業（株）前社長の発言を抜粋）「『The Power of Dreams』の 1 つの狙
いは先進創造によってブランドを高めていくことです。先進創造とは、お客様の共感と信頼
を得ることにつながる新しい価値を生み出すアクティビティや技術開発に取り組んでいくこ
とです。私たちが自動車メーカーなのにジェット機とか ASIMO を開発したことも先進創造
で、それをめざすのは技術でいうとやはり技術者です。」（Honda MONTHLY THE SAFETY 
JAPAN 2005 年１月号）
（5） 「人間と共存・協調し、人間の役に立つことで、新しい価値をもたらすモビリティの創造を目
指す」ことが、ホンダがロボットを研究開発する理念についての公式見解である。（詳細は、
http://www.honda.co.jp/factbook/asimo/201111/ を参照）
（6） 詳細は、http://www.honda.co.jp/robotics/ を参照
（7） 詳細は、http://www.honda.co.jp/pressroom/tech/ を参照
（8） 本研究では、なるべく多くのサンプル数を収集する為に、データセットの対象期間を 2000 年
6 月 28 日から 2013 年 6 月 17 日迄と約 13 年の期間で設定している。この様に長期間を対象
にした調査では、外部環境や内部環境の経時的な変化が研究活動における様々な要素や変数に
影響を及ぼしている可能性も否定出来ない。しかし、本研究では、全サンプル（n=55）に対して、
全 13 年分の関連資料の確認やプロジェクト活動の関係者へのインタビューを可能とした。そ
の結果、調査研究における限定合理性があることを前提としながらも、一定の立場を設定し、
同一の判断基準や指標を適用して調査や分析を行うことを徹底したことにより、少なくとも
スコア化の採点結果においては、上記のような要素や変数の変化によるバイアスを最小限に
抑えることが出来たと考える。
（9） これらの５つの測定領域は、一般的に研究開発組織の管理者が意思決定を行う際に重要な論
点となり、かつ下記の条件を満足させるものとして抽出されている。即ち、サンプル対象を
多面的かつ網羅的、全体的な観点で分析評価が出来て、実際に定量的な測定が可能となる測
定領域であること、という条件である。特に「知識や技術」は、広義において「資源」に含
まれるものである。今回「知識や技術」の領域を「資源」の領域からあえて弁別したのは、「資源」
の中でも「知識や技術」が研究開発組織の管理者の意思決定にとって、とりわけ重要度が高く、
慎重かつ重点的に測定されるべき領域であると判断した為である。この様に本実証プロセスで
は重要度の高い測定領域を優先し、また実際に測定可能な多様な変数を予め想定することで、
５つの測定領域を抽出している。
（10） その結果、例えば「不確実性の説明変数の 1 つである『活動の機密度』と『不確実性』が、
どの様に関連するのか直感的には理解しづらい」という指摘を受ける可能性もある。これら
の指摘についての回答は以下のとおりである。一般的に、企業機密度の高いプロジェクトでは、
たとえ共同で研究開発しているプロジェクトであっても完全な情報公開は行わず、組織間に
おいて公開する情報に制限を行う場合がある為に、それら実践主体者間において情報の非対
称性が存在する。その為「タスクを遂行するのに必要な情報量と既に組織が獲得している情
報量との相対的な差」である不確実性が存在していることを、企業機密度のレベルを測定す
ることによってスコア化しようと試みた評価項目であると説明出来る。
（11） インタビューについては、（株）本田技術研究所 基礎技術研究センターの管理部門、及び当該
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研究開発部門の従業員（匿名）計 7 名の協力を得て行った。以下がインタビューの実施概要
である。（１）調査期間：2013 年 7 月〜 8 月、（２）インタビュー時間：計 180 分程度、（３）
１人あたりの実施回数：平均 2.6 回、（４）1 回あたりの実施時間：10 分程度、（５）対象者
の職位：一般従業員から管理職まで分布、（６）対象者の平均勤続年数：約 20 年、（７）主な
質問の内容：①研究開発における活動プロセス、段階、体制、資源、環境、恊働先等の状況
把握に関して、②製品情報、技術情報、研究情報に関して、③不確実性と多義性の増幅や縮
減の具体的事例に関して。
（12） 社会科学研究領域においては、実証研究のスコア化を行うにあたり、より信頼性の高いサン
プルによる分析を実施することが重視される。その場合、一般的には、筆者以外の複数の学
識者による評価者間信頼性（inter-rater reliability）の作業が必要となる。尚、今回のスコア
化のプロセスにおいては、主に２点の特性により、組織内部者でもある筆者による調査研究は、
事実上、外部の学識者による調査分析では判断しかねる領域にまで踏み込み、より詳細の調査
や分析を可能にすることが出来たと考える。即ち、①企業内部に散在する非公開の情報や長期
に渡る詳細なプロジェクト環境の把握を基に、現場の管理監督的な視点でスコア化を判断しな
ければならない調査研究であること、②筆者自身が本研究の事例対象であるホンダのロボティ
クス研究開発組織の研究開発の管理部門に所属している組織内部者でもあり、内部関連情報
や関係者に対して柔軟かつ容易にアクセス出来る環境にあったこと、の２点である。また更に、
恣意性が低く、より客観性の高い調査分析を実現する努力として、インタビューの協力者に
は、インタビューの開始前に、本インタビューの実施目的や主旨の説明を予め行うこと、また、
不確実性や多義性といった主要な概念や、質問の意図についての誤解がないように、擦り合
わせを適宜行いながら質疑応答を行うことを徹底した。尚、上記インタビュー協力者（1 名）に、
本スコア集計結果について確認を行った結果（2013 年 9 月実施）、妥当性が担保できるスコ
アであることを予め確認している。その結果、本研究では、外部の学識者によって評価者間
信頼性（inter-rater reliability）の作業を行うよりも、事実関係についてより正確で信頼性の
高いスコア化を実現することが出来たと考える。
（13） 本仮説モデルの定性的な検証の結果のまとめについては、「6. ディスカッション」の章に「一
般的な研究開発プロジェクトを想定した際のモデルケース」として記載している。「2.1.」節
で示した「SECI モデル」の各象限における、４種類の動態的なプロセスの機能や性質と、本
仮説モデルの各象限の機能や性質について、両者を定性的に比較検証すると、象限構成の関
係性としては、相似した結果を示していることが確認出来る。
（14） 情報処理理論の研究領域では、組織の活動を情報処理の視点で捉え、情報の効率性の追求を
主題とした、不確実性の縮減についての議論が数多く存在する。しかし、不確実性の縮減だ
けではなく、不確実性の増幅を意図した意思決定を、組織の管理者が実際に逐次行っている
ことが、本事例の定性的調査から確認された。つまり、組織の管理者は主にプロジェクトに
おけるコンセプトが決定されるまでの間は、実践者に対して「タスクを遂行するのに必要な」
情報の収集量や蓄積量の目標レベルが高い状況をあえて創るマネジメント、つまり、プロジェ
クトの実現可能性の目標レベルを限界点まで意図的に押し上げる為の意思決定を、逐次行って
いるということである。以上のことから（図 6-1）では、創造性を追求した組織活動には、不
確実性を意図的に増幅させるマネジメントが必要であることを図示している。例えば、ホン
ダには「２階に上げて、はしごを外す」といったメタファーで示される、不確実性の増幅を
意図した戦略的なマネジメント手法が伝統的に存在する。このことは「難易度の高いプロジェ
クトを担当する実践者が、本来の実力よりも大きな創造的成果の実現に向けて、プロジェクト
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のより早い段階において、組織の管理者によってより不確実性の高い環境を半ば強制的に与え
られた結果、実践者は自らストレッチした状況を創り出して、良い知恵を生み出すことを可能
とする。以上の結果を予め意図した戦略的な意思決定のこと」と説明出来る。この様な所謂「戦
略的不確実性」の概念は、「戦略的多義性」（Nonaka & Takeuchi, 1995）の概念ほど学術的
には研究されてはいないが、組織的創造のプロセスにおいては欠かすことの出来ない基礎的
概念のひとつであると考える。
（15） 本仮説モデルである「価値創造の４IN モデル」は、March（1991）による「探索（exploration）」
と「活用（exploitation）」の概念を、実践者による活動形態の概念のひとつとして意識している。
これは、前述の「知識創造の立場では、知識の探索と活用とは暗黙知と形式知の相互変換にほ
かならず、したがって、両立ではなく、実践知によって綜合されるべき」（野中 ,2013）という、
「SECI モデル」についての基礎的概念を敷衍しているからである。この様な「探索」と「活用」
の議論では、近年、両利き（ambidexterity）の議論もあることから、（図表 6-2）をはじめと
した「価値創造の４IN モデル」による「探索」領域と「活用」領域の活動が、それぞれ独立
した活動として、独立した時間軸において実践されている様に理解される恐れがある表現は、
一見すると、両利き（ambidexterity）の議論を無視していると誤解される可能性を孕んでいる。
しかしながら、この様な対立的な概念の相互補完性についての議論は、知識創造理論では「二
面性を否定せずに受け入れ」「二項対立を乗り越えて矛盾を克服し」「二項同体的に、より高
次の解決策を止揚していくソフトな弁証法」（野中・遠山・平田 , 2010）によって綜合される
と説明されている。この様な弁証法による相互補完性については、知識創造理論を敷衍して
いる本仮説モデルにおいても同様の立場をとる。つまり「探索」と「活用」を、対立し矛盾
した二元的な概念と捉えるのではなく、文脈の中で、全体との関係性において、互いに補完
しつつ共存した、濃淡を有したグラデーション的な概念として理解出来るということである。
この様な相互補完性をより明確にする為に、本仮説モデルでは「探索」と「活用」の文言を
単独では使用せずに、あえて「探索的活動」と「活用的活動」と、両者の連続的重複傾向の
状態を許容する表記とすることで、弁証法的運動のメカニズムを示唆する表現を用いている。
尚、「分析的活動　対　解釈的活動」「主観性志向　対　客観性志向」のような他の活動や志向
についても、本仮説モデルでは同様の弁証法的運動メカニズムを予め想定して構成している。
（16） 例えば、 本仮説モデルの更なる精緻化を検討することによって、（図 6-1） の様に、 4 象限の各
象限をそれぞれ更に分割した、8 象限での価値創造のプロセスモデルが構築出来る可能性がある。
以上の検討の結果から、例えば、「場の創造」の段階では、「高い状態ある多義性を最上限レベ
ルにまでもっていき、それを次第に縮減させる。そして同時に、低い状態にあった不確実性
を高い状態に増幅させる」という内容から、前半のプロセスと後半のプロセスとでは、異なっ
たマネジメントが必要となることを導き出せる。このことは、「SECI モデル」にて対応する「共
同化」段階での「暗黙知から暗黙知への知識の変容」が、前者の暗黙知と後者の暗黙知とでは、
それぞれ内容や機能／性質が異なるそれぞれ別の概念として、再類型化が可能な概念である
ことを、逆説的に示唆していると言える。（他の象限についても同様である）
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